
 
 
 
 
 
 
 
 

有価証券報告書の訂正報告書               
 
 

事 業 年 度       自 平成18年４月１日 
(第 9 0期 )  

 至 平成19年３月31日 
 
 

本書は証券取引法第 24 条の２第１項に基づく有価証券報告書の訂正報告書

を、同法第 27 条の 30 の２に規定する開示用電子情報処理組織（EDINET）を

使用して、平成 19 年８月 30 日に提出したデータに頁を付して出力・印刷し

たものであります。 
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【表紙】  

【提出書類】 有価証券報告書の訂正報告書 

【根拠条文】 証券取引法第24条の２第１項 

【提出先】 関東財務局長 

【提出日】 平成19年８月30日 

【事業年度】 第90期（自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日） 

【会社名】 三井住友海上火災保険株式会社 

【英訳名】 Mitsui Sumitomo Insurance Company, Limited 

【代表者の役職氏名】 取締役社長  江 頭 敏 明 

【本店の所在の場所】 東京都中央区新川二丁目27番２号 

【電話番号】 東京(3297)1111(大代表) 

【事務連絡者氏名】 文書法務部課長  菅 野 博 康 

【最寄りの連絡場所】 東京都中央区新川二丁目27番２号 

【電話番号】 東京(3297)1111(大代表) 

【事務連絡者氏名】 文書法務部課長  菅 野 博 康 

【縦覧に供する場所】 当社関西総務部 

 (大阪市中央区北浜４丁目５番33号) 

 当社横浜支店 

 (横浜市神奈川区栄町７番地１) 

 当社中部総務部 

 (名古屋市中区錦１丁目２番１号) 

 当社神戸支店 

 (神戸市中央区栄町通１丁目１番18号) 

 当社千葉支店 

 (千葉市中央区中央４丁目７番４号) 

 当社埼玉支店 

 (さいたま市大宮区東町２丁目20番地) 

 株式会社東京証券取引所 

 (東京都中央区日本橋兜町２番１号) 

 株式会社大阪証券取引所 

 (大阪市中央区北浜１丁目８番16号) 

 株式会社名古屋証券取引所 

 (名古屋市中区栄３丁目３番17号) 
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１ 【有価証券報告書の訂正報告書の提出理由】 

平成19年６月27日に提出いたしました第90期（自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日）有

価証券報告書の記載事項の一部に誤りがありましたので、これを訂正するため有価証券報告書の訂正

報告書を提出するものであります。 

 

２ 【訂正事項】 

  第一部 企業情報 

   第５ 経理の状況 

 １ 連結財務諸表等 

  (１) 連結財務諸表 

    注記事項 

    （有価証券関係） 

         ４ その他有価証券で時価のあるもの 

       

３ 【訂正箇所】 

訂正箇所は  を付して表示しております。 
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第一部 【企業情報】 
 

第５ 【経理の状況】 
 

１ 【連結財務諸表等】 

 (１) 【連結財務諸表】 

 注記事項 

 （有価証券関係） 

 ４ その他有価証券で時価のあるもの 

 （訂正前） 

前連結会計年度 
（平成18年３月31日現在） 

当連結会計年度 
（平成19年３月31日現在） 

種類 
取得原価 
（百万円） 

連結貸借対
照表計上額 
（百万円） 

差額 
（百万円） 

取得原価 
（百万円） 

連結貸借対
照表計上額 
（百万円） 

差額 
（百万円） 

公社債 903,326 922,616 19,290 1,374,597 1,397,365 22,767 

株式 736,553 2,677,855 1,941,301 740,835 2,822,026 2,081,191 

外国証券 599,045 679,528 80,482 702,409 791,673 89,264 

その他 68,199 80,521 12,322 80,050 92,655 12,605 

連結貸借対照表計
上額が取得原価を
超えるもの 

小計 2,307,125 4,360,522 2,053,397 2,897,892 5,103,722 2,205,829 

公社債 1,284,695 1,260,546 △24,148 846,752 838,710 △8,041 

株式 16,644 15,719 △924 13,835 12,686 △1,148 

外国証券 492,434 481,283 △11,151 432,493 426,722 △5,771 

その他 24,000 23,718 △281 4,000 3,706 △294 

連結貸借対照表計
上額が取得原価を
超えないもの 

小計 1,817,774 1,781,266 △36,507 1,297,081 1,281,825  △15,256 

合計 4,124,899 6,141,789 2,016,890 4,194,974 6,385,547 2,190,573 

 
前連結会計年度 

（平成18年３月31日現在） 
当連結会計年度 

（平成19年３月31日現在） 
 その他有価証券で時価のあるものについて567百万円減
損処理を行っております。 
 なお、提出会社及び国内連結子会社は、当該有価証券の
減損に当たっては、時価が取得原価に比べて50％以上下落
した銘柄は全て減損処理を行い、30％以上50％未満下落し
た銘柄については、時価が回復する見込みがあると認めら
れる場合を除き減損処理を行っております。 

 その他有価証券で時価のあるものについて3,005百万円減
損処理を行っております。 
 なお、提出会社及び国内連結子会社は、当該有価証券の
減損に当たっては、時価が取得原価に比べて50％以上下落
した銘柄は全て減損処理を行い、30％以上50％未満下落し
た銘柄については、時価が回復する見込みがあると認めら
れる場合を除き減損処理を行っております。 
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 （訂正後） 

前連結会計年度 
（平成18年３月31日現在） 

当連結会計年度 
（平成19年３月31日現在） 

種類 
取得原価 
（百万円） 

連結貸借対
照表計上額 
（百万円） 

差額 
（百万円） 

取得原価 
（百万円） 

連結貸借対
照表計上額 
（百万円） 

差額 
（百万円） 

公社債 903,326 922,616 19,290 1,374,597 1,397,365 22,767 

株式 736,553 2,677,855 1,941,301 740,835 2,822,026 2,081,191 

外国証券 599,045 679,528 80,482 702,409 791,673 89,264 

その他 68,199 80,521 12,322 101,983 115,031 13,048 

連結貸借対照表計
上額が取得原価を
超えるもの 

小計 2,307,125 4,360,522 2,053,397 2,919,825 5,126,098 2,206,273 

公社債 1,284,695 1,260,546 △24,148 846,752 838,710 △8,041 

株式 16,644 15,719 △924 13,835 12,686 △1,148 

外国証券 492,434 481,283 △11,151 432,493 426,722 △5,771 

その他 24,000 23,718 △281 45,703 44,688 △1,014 

連結貸借対照表計
上額が取得原価を
超えないもの 

小計 1,817,774 1,781,266 △36,507 1,338,784 1,322,808 △15,976 

合計 4,124,899 6,141,789 2,016,890 4,258,609 6,448,906 2,190,296 

 
前連結会計年度 

（平成18年３月31日現在） 
当連結会計年度 

（平成19年３月31日現在） 
 その他有価証券で時価のあるものについて567百万円減
損処理を行っております。 
 なお、提出会社及び国内連結子会社は、当該有価証券の
減損に当たっては、時価が取得原価に比べて50％以上下落
した銘柄は全て減損処理を行い、30％以上50％未満下落し
た銘柄については、時価が回復する見込みがあると認めら
れる場合を除き減損処理を行っております。 

１ 連結貸借対照表において買入金銭債権として処理さ
れている貸付債権信託受益権を「その他」に含めてお
ります。 
２ その他有価証券で時価のあるものについて3,005百万円
減損処理を行っております。 
  なお、提出会社及び国内連結子会社は、当該有価証券
の減損に当たっては、時価が取得原価に比べて50％以上
下落した銘柄は全て減損処理を行い、30％以上50％未満
下落した銘柄については、時価が回復する見込みがある
と認められる場合を除き減損処理を行っております。 

 


